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第１章 
 

講話・組織制度・安全管理 
 
 
 
 
 

第１節 講話 

分団指揮者としての職責と心構え 

１ 組織管理 

消防団は、地域住民の最も身近な防災機

関であり、消防活動をはじめ各種の予防警

戒活動及び防災指導などに大きな期待が寄

せられています。 
しかし、消防団の組織は、普段はそれぞ

れが生業を営んでいる者で構成される組織

であることから、それだけに組織管理は極

めて難しいと言えます。 
また、消防の任務は消防組織法第１条で

「消防は、その施設及び人員を活用して、

国民の生命、身体及び財産を火災から保護

するとともに、水火災又は地震等の災害を

防除し、及びこれらの災害による被害を軽

減することを任務とする。」と定められてい

るとおり、消防団員の災害活動力を高める

とともに施設及び装備等の管理も行わなけ

ればなりません。 
消防団の幹部は、これらのことを常に念

頭におき、組織の目的達成に努めなければ

なりません。 
 

(1) 組織力の維持向上 

災害による被害は、初期対応のいかんに

より大きく左右されることは言うまでもあ

りませんが、これはいかに迅速に消防団の

活動組織を立ち上がらせるかにかかってい

ます。 
このためには、連絡体制の確保、装備等

の点検整備及び教育訓練等が不可欠ですが、

これらを実践する優秀な人材の確保がもっ

とも重要です。 
したがって、幹部として部下を指導育成

するなど、後継者づくりにも配意しなけれ

ばなりません。 

(2) 規律の保持 

規律は、組織が一体性を保持し、その目

的を達成するために必要なものです。 
特に消防活動のように、混乱し不安定な

状況下において一元化した指揮のもとで緊

急な活動をする場合には、厳正な規律の保

持が不可欠です。 
したがって、普段の消防団活動において

も幹部が率先して自己統制を行い、自己を

厳しく律する姿勢を示すことが、信頼関係

を増すとともに規律ある統率された組織づ

くりにつながることになります。 
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２ 現場管理 

消防活動を円滑かつ効率的に実施して被

害の軽減を図るには、精強な部隊づくり及び

地域特性や対象物に応じた計画等をはじめ、

情報の管理、安全管理等を含めた、総合的な

現場管理に配意しなければなりません。 

(1) 部隊管理 

指揮者の示した方針が、適正かつ円滑に

遂行されるためには、地域の特性を踏まえ

た活動計画の作成及びその計画を実践でき

る能力を有する部下を育成しておく必要が

あります。 
また、災害現場は、人命危険、拡大危険、

活動危険、二次災害の発生危険等消防活動

上極めて困難な環境下にあり、部隊及び部

下を安全に活動させるためには、幹部が活

動環境を十分把握した上で危険要素等を周

知徹底し、適切な指導の下に管理する必要

があります。 

(2) 情報管理 

災害現場において的確に任務を遂行する

ためには、情報の収集・整理・分析が必要

であり、その項目としては、災害種別によ

り異なるものの、火災を例にとればおおむ

ね次のとおりです。 
 

① 所在、構造、階層、用途、出動団員、出動

車両と資機材等 

② 火点、延焼等の状況、避難状況等 

③ 逃げ遅れ、けが人、場所人数等 

④ 落下物、危険物、変電設備、倒壊等作業危険 

⑤ 気象、火元建物、周囲建物等の延焼拡大危険 

これらの情報を所有者、管理者、居住者

などの関係者等から聴取し、効果的に消防

活動に反映させることが大切であり、また、

知り得た情報の中にプライバシーや人権に

関わるものなどがある場合は、その取扱い

に配意しなければなりません。 

(3) 安全管理 

消防活動は、極めて危険の高い災害現場

において、迅速性、確実性が要求され、か

つ過酷な行動が強いられることとなり、部

下の安全確保に特に配意しなければなりま

せん。また、安全確保の基本は自己にある

ことを部下に認識させておくことも幹部と

して重要な努めです。 
安全管理は、任務遂行を前提とする積極

的行動対策であり、安全を無視しては、消

防の目的達成はないといえます。 

３ 指揮能力 

(1) 決断 

災害がこれからどのように推移していく

かをまず予測したうえで、無駄や犠牲のな

い消防活動を行うためには、どの戦術をと

り、どのくらいの隊を投入し、それぞれの

団員をどこまで進入させるかなど、各級指

揮者（団長、副団長、分団長、副分団長、

部長等）の責任に応じた適切な決断が、消

防活動の成否を決定します。 
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時機を失すると、消防活動の失敗のみな

らず、莫大な犠牲さえ伴うことがあります。 

(2) 包容力 

災害現場において、団員の士気をさらに

高め、有機的な活動を維持するためには、

部下団員の「この指揮者と一緒に活動しよ

う。」という意欲を高めることが必要です。 
平素から部下団員に強い関心を払い、上

司への信頼感が高まるよう自己を律し、消

防団活動の成果を部下団員とともに味わう

など、一体感の醸成が必要となります。 

４ 的確な判断力 

(1) 地域の消防環境の熟知 

いつ、どこで、何がどうなっているかに

よって消防活動は大きく変わります。した

がって、発災場所の地理、水利、対象物な

どをよく知っていることは、消防活動の大

部分を成功させたも同然といえます。 
指導者たる者は、消防活動を行ううえで

問題となる要素を含む地域、対象物等につ

いて関心を払い、事前に調査し、実態を把

握しておく努力が必要です。 

(2) 高い技術、深い知識 

指揮者は、自身が消防活動の知識・技術

に通じておくことが必要です。そのため火

災、風水害、地震等の知識を高めておくと

ともに、これらの災害を想定した対処方法

等のイメージトレーニングは効果的といえ

ます。特に、発災頻度の高い火災への対応

として、ポンプ運用、燃焼実体別の消火方

法等の技術については、少なくとも部下団

員と同等またはそれ以上に身につけておき

ましょう。自信のある指揮活動が展開でき

るようにするため、常に知識や技術の修得

に意欲を持つ必要があります。 

(3) 災害事例への関心と的確な推測 

内外の多くの災害事例に関心を持ち、特

に災害が拡大した事例、その原因や活動が

社会的問題をはらむものなどについての情

報に注目するなど、資料収集に努め、知識

を蓄えることが必要です。 

こうしたことが、活動中の災害が今後ど

のように進展するか、危険や問題がどこに

潜んでいるかなどを的確に推測し、対応を
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見誤らないことに直結していることを知る

べきであります。 

(4) 情報の入手 

災害は、刻々様相を変え、その都度活動

の最重点が移り変っていく特性を持ってい

ます。 
各局面担当指揮者等からそれぞれの状況

を報告させ、それを咀嚼して災害の全容を

把握し即座に活動方針として下命するほか、

必要な情報は直ちに上司等に報告して具体

的な対策をとることが大切です。 
そのために、部下団員等からの情報を早

く正確に入手するシステムを確立するとと

もに、平素から部隊内の良好なコミュニケ

ーションを醸成しておくことも必要です。 

５ 強靭な気力・体力 

(1) 不撓不屈の精神力 

強い郷土愛で活動していても、消防力が

劣勢で後退しなければならない時があるほ

か、活動の方針を下命しても、部下団員が

従わない時もあります。 
そのような時でも、広い知識、豊かな経

験に基づいた強い信念で、部隊の活動方針

を貫き、全体として合理性のある消防活動

を遂行しなければなりません。 

(2) 動揺しない冷静さ 

災害現場の喧騒の中でも、被災者の心情

については理解をもって接する必要があり

ます。 
しかし、いたずらに同情に走ったり、周

囲の雰囲気や過大な情報に惑わされてはな

りません。常に冷静で、場面ごとに合理的

な判断力をもって安全で効率的な活動を行

うよう努力すべきです。 
先人の言葉に「方針に迷ったら、火事場

をひとまわり」という言葉がありますが、

味わい深い意味を持っています。 

(3) 過酷な活動に耐え得る体力 

特殊な災害では、活動時間も長く、体力

的に苦しくなる場合がままあります。部下

団員に率先して消防団活動を行えるだけの

体力の維持向上について、平素から努力す

る必要があります。 

６ 自己研さん 

(1) 知識技術の修得と活用 

科学技術の進歩や生活形態などの変化に

伴い、災害の形態や要因も、複雑多様化し

ています。 
幹部は、平素から多くの知識と高い技術

を求める姿勢を保ち自己研さんに努めると

ともに、部下指導等に活用する必要があり

ます。 

(2) 安全への提言 

安全について体験に基づく識見を持った

幹部は、あらゆる機会をとらえ、こうした

知識を住民に伝え、生活の安全性を向上さ

せるとともに、関係機関に対して積極的に

提言する姿勢を持たなければなりません。 
 

第２節 組織制度 

消防団組織の現況 

１ 消防団の現状 

(1) 消防団の活動状況 

消防団は「自らの地域は自ら守る」とい

う郷土愛護の精神に基づき、住民有志によ
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り組織された市町村の消防機関です。 
消防団員は、通常は各自の職業に従事し

ながら、いざ災害が発生した際には、いち

早く現場に駆けつけ災害防ぎょ活動を行っ

ており、消火活動はもちろんのこと、特に、

地震や風水害等の大規模災害時、林野火災

時には、多数の消防団員が出動し、被害の

拡大防止に活躍しています。 
一方、災害時の活動以外においても、戸

別訪問による防災指導や応急手当の普及指

導、地域の行事の際の警戒等、地域に密着

した活動を幅広く行っており、近年増えつ

つある女性消防団員も、優しさやきめ細か

な配慮などを生かして活躍しています。 

(2) 消防団の抱える問題 

近年の社会経済情勢の変化は、消防団の

運営、活動等に様々な影響を及ぼしており、

次のような問題点が指摘されています。 
まず第一が、団員数の減少です。消防団

員数は、平成２年には、100 万人の大台を

割り込み、なお減少が続いています。 
第二が、いわゆるサラリーマン団員の増加

です。消防団員に占める被雇用者の割合が約

７割までに高まっており、一般的な職住分離

の傾向と相まって地域によっては昼間にお

ける消防力の低下が懸念されています。 

２ 消防団の機能と役割 

(1) 消防団の機能の特性 

まず消防団の機能の特性としては、次の

６点に集約されます。 

① 普遍性 

消防団員は、全国のいたるところに存して

おり、いかなる場所で災害が発生しても即座

に対応することが可能であること。 

② 地域密着性 

消防団員は、その地域に居住又は勤務・通

学している人が団員となっているので、地域

とのつながりが深く、また、地域の各種事情

について豊富な知識を有していること。 
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③ 即時対応力 

消防団員は、定例的に教育訓練を受けてお

り、消防に関する相当程度の知識及び技能を

有していること。 

④ 多面性 

消防団員は、単に消火作業を行うのみなら

ず、火災予防の面でも住民指導、巡回広報等

を実施し、また、風水害及び地震等、各種災

害の防ぎょ活動に当たっているほか、遭難者

の捜索救助、各種警戒等の活動を行っている

こと。 

⑤ 要員動員力 

全国で約 86 万人と消防職員の５倍以上の

人員を有し、特に大規模災害時及び林野火災

時には、要員動員力により災害防ぎょ活動に

当たることができること。 

⑥ 広域運用性 

消防団は、大規模災害時には相互応援協定

等により、その管轄区域を越えて広範囲な活

動を行うことができること。 

(2) 他の消防機関との関係における消防団の

役割 

① 常備消防機関との関係 

常備消防の整備状況及び各地域の自然的

条件、社会的条件により様々な役割分担が考

えられます。常備消防の比重が高い地域にお

いては、通常の火災では常備機関が中心とな

ることから、消防団は常備機関と密接な連絡

をとりながら、その補完的な役割を果たしま

すが、予防面については、各戸訪問など一般

家庭中心の、よりきめ細やかな活動が期待さ

れており、これに対して、常備消防の比重が

低い地域においては、通常に火災でも常備機

関と同等の活動が期待され、また、予防面で

も防火訪問等、住民に密着した活動が期待さ

れております。大規模災害については、災害

防ぎょ活動に多数の人員を必要とし、また、

交通の途絶等により常備機関の消防力が制

約されるため、常備機関の整備状況に関わら

ず、消防団の役割は極めて重要です。 

② 自主防災組織との関係 

平常時においては、消防団は自主防災組織

等に対して育成指導を行う役割が期待され、

また、大規模災害時においては、消防団がリ

ーダーシップをとって自主防災組織をはじ

め地域にある様々な組織やボランティアの

グループなどとともに統一のとれた災害防

ぎょ活動を行う必要があります。 

③ 自衛消防組織との関係 

事業所の自衛消防組織は、相当程度の施

設・装備を有しているものもあり、このため、

平素から消防団としても地域内の事業所等

の自衛消防隊と密接な連携をとり、教育訓練

の指導を行い、災害時には、消防団の主導に

より各組織を結集して防ぎょ活動に当たる

ことが期待されます。 
 
このように、今日における消防団は、地

域社会における消防防災の中核的存在とし

て、旧来からの任務である消火活動はもち

ろん、防火指導を兼ねた独居老人宅への戸

別訪問や、祭り、イベント等での警戒、応

急手当の普及指導をはじめとした、地域に

密着した幅広い活動や自主防災組織等に対

する育成・指導等を積極的に行っていくと

ともに、多数の人員を必要とする大規模災
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害時においては、地域密着性、要員動員力

及び即時対応力を発揮し、従前以上に災害

情報の収集伝達、避難誘導及び災害防ぎょ

活動を行っていくことが期待されています。 

(3) 「消防力の整備指針」における消防団の

業務及び人員の総数 

消防団の行う業務については、各地にお

ける消防団が平常時に、きめ細やかな火災

予防活動や応急手当の普及指導等の地域に

密着した多様な活動を行っている実態や、

さらに阪神淡路大震災以降、再認識された

消防団の持つ組織力を踏まえて、消防力の

整備指針第 36 条に明記しており、業務の具

体例を示しています。 
 
 

【参考条文】消防力の整備指針（抜粋） 

第 36 条 消防団は、次の各号に掲げる業務を

行うものとする。 

(1) 火災の鎮圧に関する業務 

(2) 火災の予防及び警戒に関する業務 

(3) 救助に関する業務 

(4) 地震、風水害等の災害の予防、警戒、

防除等に関する業務 

(5) 武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する業務 

(6) 地域住民等に対する協力、支援及び

啓発に関する業務 

(7) 消防団の庶務の処理等の業務 

(8) 前各号に掲げるもののほか、地域の

実情に応じて、特に必要とされる業務 
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消防団の充実強化及び活性化対策 

１ 消防団組織・制度の多様化方策 

昼夜間を問わず、全ての災害、訓練に参

加できることができる消防団員（基本団員）

を基本とした現在の制度を維持した上で、

必要な団員の確保に苦慮している各市町村

が実態に応じて選択できる制度として、各

種の多様化方策が導入されています。概要

は次のとおりです。 

(1) 機能別団員(特定の活動、役割のみに参加

する団員) 

・基本団員と同等の活動ができない人が、

入団時に決めた特定の活動・役割及び大

規模災害等に参加する制度 
・消防職員団員ＯＢ、被雇用者、女性等の

有効な活用が可能 

(2) 機能別分団(特定の活動、役割を実施する

分団) 

・特定の役割、活動を実施する分団・部を

設置し、所属団員は当該活動及び大規模

災害対応等を実施する制度 
・大規模災害対応、火災予防対応などを目

的とした分団の設置や事業所単位の分団

の設置が容易 

(3) 休団制度 

・団員が長期出張、育児等で長期間活動す

ることができない場合、団員の身分を保

持したまま一定期間活動休止を消防団長

が承認する制度 
・休団中の大規模災害対応、休団期間の上

限は各消防団で規定 
・休団中は報酬の不支給、退職報償金の在

職年数不算入が可能 
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(4) 多彩な人材を採用・活用できる制度 

・条例上の採用要件として性別、年齢、居

住地等を制限している例があるので、条

例の見直しにより幅広い層の住民が入団

できる環境の整備 
・年間通じての募集・採用の実施 

２ 消防団と事業所との連携体制の強化 

全消防団員の約７割が被雇用者であるこ

とから、平成 17 年に「消防団と事業所の協

力体制に関する検討会」を設け検討した結

果、消防団活動への一層の理解と協力を得

るために、被雇用者消防団員の活動環境の

整備、事業所との新たな協力関係の構築、

事業所における防災知識技術に関するスト

ックの活用、消防団活動への協力が社会責

任及び社会貢献として捉えられる環境作り

等の各種方策を各都道府県及び市町村に示

しました。このうち「協力事業所」に関す

る提言については、平成 18 年にその運用方

策について検討会を設けて検討し「消防団

協力事業所表示制度」を構築しました。 

３ 消防団への参加促進、活性化対策 

消防庁が実施している消防団への参加促

進、活性化対策については次のとおりです。 

(1) 消防団活動のＰＲ 

・啓発ポスター、パンフレットの作成等 

(2) 消防団等活動表彰 

・地域に密着した模範となる活動を行って

いる消防団（H13 年度～） 

・団員である住民を雇用し、消防団活動を

支援する事業所（H14 年度～） 

・団員の確保について特に力を入れている

消防団又は地方自治体（H16 年度） 

・大規模災害時等において顕著な活動を行

った消防団（特に功績のあった消防団に

ついて消防庁長官表彰、その他の消防団

については消防庁長官褒状を授与）（H16
年度～） 

(3) 模範となる活動事例を全国に紹介し、若

手中堅団員や女性団員の士気高揚を図る

ための「全国消防団員意見発表会」の実

施（H14～） 

(4) 入団推奨に係る地方公共団体への通知 

(5) 団員確保に係る地方公共団体への直接の

働きかけ 
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(6) 市町村合併に伴う消防団の取扱いに関す

る地方公共団体への通知 

(7) インターネットによる防災教育（ｅ－カ

レッジ）の実施 

４ 消防団員確保アドバイザー 

消防団員の減少に歯止めがかからない危

機的状況に鑑み、消防庁では「消防団員確

保アドバイザー派遣制度」を平成 19 年４月

１日より開始しています。 
この制度は、消防団員確保に苦慮してい

る地方公共団体の派遣要請に基づき、消防

団員確保に実績や経験を有するアドバイザ

ーの中から、要請内容に応じたアドバイザ

ーを派遣し、その地域の実情にあった団員

確保策についてきめ細かく具体的に助言や

情報提供等を行い団員の確保、ひいては地

域の安心安全の推進につなげていくことを

目的とした制度です。 

５ 全国的な「消防団員入団促進キャン

ペーン」の実施 

消防団員の退団が毎年３月末から４月に

かけて多い状況を踏まえ、退団に伴う消防

団員の確保の必要性があることから、公益

財団法人日本消防協会をはじめ、全国知事

会、全国市長会、全国町村会、全国消防長

会の協力を得て、毎年１月から３月までを

「消防団員入団促進キャンペーン」として

実施しています。 
内容は、効果的な消防団員募集の広報、

キャンペーン期間中のイベント等の開催、

消防団協力事業所表示制度の積極的な導入

等を図っております。 
 

第３節 安全管理 

１ 安全管理の基本 

(1) 安全管理の意義 

消防機関は、国民の生命、身体及び財産

を災害から守るという任務を遂行するため

に災害現場に出動しています。 

一方、災害現場では、危険要素が大量に

ある環境下で消防活動を実施しなければな

りません。しかも、危険性や状況変化は著

しく、安全限界ぎりぎりの線を行動限界と

している実情です。 
ぎりぎりの線が具体的にどこなのか、そ

の見極めが極めて困難であるため、指揮者

も団員も常に安全に対する配慮と確認をし

ながら、任務を圧制しなければなりません。 
このように、消防における安全管理とは、

危険性が伴う任務の遂行を前提とした消防
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活動を実施するにあたり、事故の絶無を期

するため事故要因を合理的に除去するため

の一連の安全対策をいいます。 
言い換えれば、「安全管理は、それ自体が

目的ではなく、任務遂行と両立の関係にあ

り、さらには任務遂行を前提とする積極的

行動対策である。」と定義付けられます。 
積極的行動対策とは、効率的で安全な活

動を行うための幅広い創意工夫のある対策

をいいます。 

(2) 安全管理の指向 

安全管理は、安全意識を高めることが基

本です。 
事故が発生すると、本人の苦痛はもちろ

ん、家族や上司、同僚に心配や迷惑、負担

をかけるほか、場合によっては一定期間、

仕事につけなくなることにもなります。 
このように、受傷事故は大きなマイナス

を伴い、決してプラスになりません。 
さて、事故は偶然発生したものではなく、

事故の背景には潜在的危険があったという

ことが多くあります。 
また、事故には至らなかったが、ヒヤリと

したこと、ハッとしたことなどに目に向け、

こうした要因を排除することが基本です。 
危険要因を排除するということは、裏返

すと安全の先取りになります。潜在危険の

排除には、まず危険に対する感覚、感受性

を養い、危険を正しく予知、予測し、事前

に必要な手を打つことであり、これが安全

対策につながるものです。このような考え

方が、安全管理の指向です。 

２ 災害現場の統制と危険性 

災害は、当然のことながら、一件ごとに

その様相が異なります。時間的経過によっ

て事態が複雑に移り替わり、変化の度合い

も一様ではありません。 
そこで、災害活動の安全管理を理解する

うえで、その特性と危険性に目を向けると

次のような事項があげられます。 

(1) 拡大危険と対象物の不安定性 

火災は、短時間のうちに急速に拡大し、

危険の度合いもこれに比例して増大する特

性があります。 
火災にあった建物は、熱を受けたガラス

の落下、壁や柱の倒壊・崩壊、床の抜け落

ちなど、多かれ少なかれ何れかの被害を受

けて、正常な状態や機能を失っていき、耐

火建物は、煙や熱気が建物全体に広がり、

たちまち危険要素を拡大していきます。 
平素は、全く安全と信じきっている建物

が、火災によって不安全で状況変化も著し

く、不安定なものとなり、すべて危険を前

提として行動することが必要になります。 

(2) 行動障害 

火災現場では、普段は通行しないところ

を通り、登るべきでないところを上ったり、

入るべきでないところから進入する等、平

常の行動パターンと異なる行動を余儀なく

されます。 
延焼拡大中の建物は、炎、煙、熱気が消

防団員の屋内進入を阻むことになります。

階段にはホースが延び、屋内は足の踏み場
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もないほど収容物が散乱してしまいます。 
このように、火災現場は常に混乱し、乱

雑となるのが普通です。こうした障害を越

えて消防の任務を達成しようとするところ

に危険性が潜在するのは当然と考えなけれ

ばなりません。 

(3) 異常心理 

火災現場では、火災建物関係者はもちろ

ん、指揮者であれ、消防団員であれ、平素

の穏やかで物静かな精神状態でいられる人

はいません。緊張や興奮で、声が大きくな

ったり、早口になったりして必要な意思の

伝達が図りにくくなります。 
そして、このような興奮した異常な心理

状態にあると、冷静な思考力の減退につな

がり、それだけで安全に対する配慮に欠け

て、危険性も高い状態といえます。 

(4) 疲労 

火災現場の煙や熱の中で、苦しい長時間

の活動に耐えるということは大変な忍耐力

を必要とし、身体は極度に疲労します。 
思考力は減退し、注意力も散漫になります。

指揮者の管理も行き届かなくなりがちであ

り、疲労が増すと共に危険性は増大します。 
一般的には、極度の緊張や慌てた状態と

なる初動時と、疲労が蓄積し、緊張の緩む

後半時に、事故の発生危険が高くなると言

われています。 

３ 安全管理の実践 

事故の発生についてよくみると、不安全

な状態があったか、不安全な行動をしたか、

またはこの双方が一緒になった場合に起き

ており、事故の背景にある潜在危険要因に

目を向け、危険に対する感覚、感受性の向

上を図ると共に、次のような危険要因の排

除に努めなければなりません。 

(1) 物的危険要因の予知 

建物や施設、設備及び構造等に安全上不

備欠陥があり、不安全な状態になるものを

物的危険要因といい、火災現場においては、

この物的危険要因が顕著です。 
物的危険要因があると、消防団員の安全

行動とは関係なく事故発生の可能性があり

ます。その対応策としては、事前に危険を

予知、予測し、危険に対する感受性を高め、

事前に危険要因を排除することにより、相

当の効果が期待できます。特に訓練におい

ては、危険要因の排除に力を注ぎ、安全の

万全に期さなければなりません。 

(2) 環境的危険要因に対する配意 

環境的危険要因としては、季節的な気象

条件や天候に左右されることがまずあげら

れます。降雨、降雪、霧等に伴う路面の滑

りや凍結や視界不良による危険性等です。 
また、現場付近の立地要件としては、路

面の不整地、段差、勾配等の潜在危険も考

えられます。 
さらに、火災の発生と同時に作り出され

る環境では、炎、煙、有毒ガス、停電によ

る暗黒等の危険要因は、時間の推移によっ

て著しく変化します。 

(3) 人的危険要因の排除 

火災現場の危険要因として、大きなウェ

イトを占めるのが、消防団員の不安全な行

動あるいは行為によるものです。 
人それぞれに性格、考え方が異なるよう

に、安全か不安全かの行動をとるのも個人

差があります。 
ある団員が危険な行動をとった場合、そ

の団員は自分の判断に基づいて行動したも

のであり、指揮者からみればその行動が危
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険な行動にみえても、団員は危険を自覚し

ていない場合が多くあります。 
不安全な行動をとるといった判断は、次

のような場合があります。 

・安全に対する知識がなかったり、認識が不足し

ている。 

・危険に対する感受性が不足している。 

・能力が不十分でやれない。または完全に発揮で

きない。 

・知識や能力があってもやらない。 

・意識が低下していてやれない。 

火災現場において、安全な行動ができな

いということは、自ら危険要因を作り出し、

事故を招くこととなります。 
事故の原因として、よく“不注意”とい

う理由をあげる場合があります。実際には、

危険要因があることに気がつかなかったた

め、事故につながることが多くあります。 
不注意を起こさせる条件として、次の二

点があげられます。 

○肉体的条件（疲労、苦痛、病気、暑さ、寒さ等） 

○精神的条件（喜怒哀楽、心配、悩み、気疲れ、

過緊張、開放感、慣れ、迷い、不安、士気等） 

こうした条件は、注意力、集中力などを散

漫にさせ、事故に結びつきやすくなります。 
人の心理面からの危険要因については、

ヒューマンエラー（不注意、錯誤、誤判断、

誤操作、緊張弛緩、憶測判断及び省略行為

等の人的過誤）として幅広くとらえる必要

があると言われています。 
火災現場のように混乱した場所では、不

安全行動とヒューマンエラーが相互に作用

して事故に結びつくことが多くあります。 

(4) 指揮者の責務 

指揮者は、消防活動を効率的かつ安全に

行うため、現場をよく確認して火災の推移

とその環境を見極め、団員の安全確保に努

めなければなりません。 
日常においては、活動訓練等を通じ安全

教育の実施及び団員の技術と能力を把握す

ることが必要であります。 
また、指揮者は、団員の行動の誤りや取

扱いミスなどの不注意に起因する事故を防

止するため、疲労等の肉体的な要因及び喜

怒哀楽等の精神的な要因に配意し、状況に

応じた適切な任務分担をするなど、安全管

理の徹底を期さなければなりません。 

(5) 自己管理の徹底 

火災現場における安全確保の基本は、適

正な自己管理です。消防団員個々は、消防

活動に耐える体力、気力及び技術の練成に

努め、常に事故の安全を確保する気概をも

って、どんな事象にも対処できる臨機の判

断力と行動力を養うよう努めなければなり

ません。 
そして、団員同士が相互の安全確保に努

め、これを自覚することが現場の安全管理

の基本でもあります。 
 

第４節 公務災害補償制度の概要 

１ 公務災害補償制度の性格 

(1) 公務災害補償制度の意義 

消防団員等が公務上の災害を受けた場合

に、市町村等が被災団員又はその遺族に対

し、その災害によって生じた損害を補償し、

併せて被災団員の社会復帰の促進、遺族の

援護等を図るために必要な福祉事業を行う

ものであります。 
この場合の「公務上の災害」とは消防団
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員等が消火訓練等の消防団活動などで被っ

た負傷、疾病、障害又は死亡の身体的損害

をいいます。 

(2) 公務災害補償制度の特徴 

公務災害補償制度は次の３つの特徴が挙

げられます。 

① 無過失責任主義 

消防団員の使用者である市町村は、使用者

としての過失責任の有無にかかわらず、無過

失の補償責任を負うものとされています。 

② 身体的損害に対する補償 

補償の対象となる損害は、身体的損害に

限られ、物的損害や精神的損害（慰謝料）

は含まれません。 

③ 定型的補償 

市町村の補償条例に定める補償基礎額に

各補償ごとに定められている倍数を乗じた

額となっています（療養補償、介護補償を

除く。）。 

(3) 公務災害補償の種類 

① 療養補償 

負傷したり疾病にかかった場合に、治癒

するまでの必要な療養の費用を支給するも

のです。 

② 休業補償 

療養のため勤務や業務に従事することが

できず、給与や業務上の収入を得られない

場合に、その期間の補償を行うものです。 

③ 傷病補償年金 

療養開始後、１年６月を経過しても、そ

の傷病が治らず、一定の傷病等級に該当す

るときに、その程度に応じて、年金が支給

されます。 

④ 傷害補償年金 

傷病が治った後、身体に傷害が残った場

合に、傷害の等級に応じて年金または一時

金が支給されます。 

２ 公務の範囲 

(1) 消防の任務 

「消防の任務」の定義（消防組織法第１条） 
消防は、その施設及び人員を活用して、

国民の生命、身体及び財産を火災から保護

するとともに、水火災又は地震等の災害を

防除し、及びこれらの災害による被害を軽

減することを任務とします。 

(2) 消防団の業務 

消防団の業務は多岐にわたっており、公

務の範囲も消防の任務の直接遂行行為に限

らず、広範なものとなっています。この消

防団の代表的な業務を列挙すると次のとお

りですが、いずれも社会的要請を受けて従

事することが消防団の業務であることの要

件とされています。 
 

「消防団の業務」 

（「消防力の整備指針」第36条（平成12年１月消防庁告示第１号）） 

① 火災の鎮圧に関する業務 

消火活動、火災発生時における連絡業務、

火災現場における警戒等 
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② 火災の予防、警戒に関する業務 

防火訓練、広報活動等の火災予防活動、年

末警戒、花火大会等における警戒等 

③ 救助に関する業務 

水難・山岳救助活動、救助事故現場におけ

る警戒、行方不明者の捜索等 

④ 地震、風水害等の災害の予防、警戒、防除

等に関する業務 

住民の避難、誘導、災害防除活動、災害発

生時における連絡業務等 

⑤ 武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する業務 

武力攻撃事態等における避難住民の誘導等 

⑥ 地域住民等に対する指導、協力、支援及び

啓発に関する業務 

応急手当の普及指導、祭り、イベント等で

の警戒、会場整理、スポーツ大会等への参加

を通じた防火意識の啓発等 

⑦ 消防団の庶務の処理等の業務 

業務計画の策定、経費事務、団員の募集、

広報誌の発行等 

⑧ 前各号に掲げるもののほか、地域の実情に

応じて、特に必要とされる業務 

地域の実情に応じて、特に必要とされる消

防に関連する業務 

３ 公務災害認定の基本的考え方 

公務災害に該当する（公務上）か、該当

しない（公務外）かは、まず、公務遂行性

があるか否か、次に公務起因性が認められ

るか否かにより判断します。 

(1) 公務遂行性 

「公務遂行性」とは、上司（団長、副団長、

分団長等）の命令に従い正規の消防団活動

（公務）に従事していることをいいます。 

(2) 公務起因性 

「公務起因性」とは、公務に従事したこ

とにより負傷し、又は肉体的、精神的に過

重な負担がかかり疾病にかかったことをい

います。その場合、公務に従事したことと、

負傷又は疾病にかかったこととの間に社会

常識ないし経験則に照らし合わせて原因と

結果の関係が認められることが必要とされ

ています。 
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① 負傷についての公務起因性の判断 

負傷の場合には、可視的であることが多

いので、おおむね医学的判断を待たず公務

起因性を判断することができます。 
ただし、時間的経過がある場合や外観の

みでは判断できない場合には、医学的判断

が必要となります。 

② 疾病についての公務起因性の判断 

疾病の場合には、外観から判断すること

ができないので、専ら医学的判断により公

務起因性を判断します。 

③ 基礎疾患（持病）と公務起因性の判断 

高血圧症等の基礎疾患がある場合には、

公務による肉体的、精神的な過重な負荷が

基礎疾患の自然経過（加齢や通常の生活）

を超えて、脳血管疾患、心臓疾患等を発症

させたと認められる場合に公務起因性があ

ると判断されます。 

④ 過労の認定（過重負荷の認定） 

公務起因性を判断する際の過重負荷の評

価については、発症の時期における肉体的、

精神的負荷の有無のほか、その時点からおお

むね６ヶ月遡及した期間における当該負荷

（過労）の有無も考慮することとしています。 
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第２章 
 

防災 
 
 
 
 

第１節 災害対策基本法と消防団の

役割 

国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、

社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資す

ることを目的とした「災害対策基本法」におい

て、消防機関に関することとして、市町村長に

よる消防機関などの整備や、消防機関等の相互

協力について規定されています。 

○災害対策基本法(抜粋) 

第５条 市町村は、基本理念にのっとり、基礎

的な地方公共団体として、当該市町村の地域

並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財

産を災害から保護するため、関係機関及び他

の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の

地域に係る防災に関する計画を作成し、及び

法令に基づきこれを実施する責務を有する。 
２ 市町村長は、前項の責務を遂行するために、

消防機関、水防団その他の組織の整備並びに

当該市町村の区域内の公共的団体その他の

防災に関する組織及び自主防災組織の充実

を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進

を図り、市町村の有する全ての機能を十分に

発揮するよう努めなければならない。 
３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、そ

の所掌事務を遂行するにあたっては、第１項に

規定する市町村の責務が十分に果たされること

となるように、相互に協力しなければならない。 

また、同法において、市町村長は、避難行動

要支援者本人からの同意を得て、平常時から消

防機関、民生委員等の避難支援等関係者に避難

行動要支援者名簿の情報を提供することが規

定されています。これにより、必要に応じ、市

町村から消防団は当該名簿情報の提供を受け、

避難支援を行うこととなります。 

○災害対策基本法(抜粋) 

第 49 条の 11 第２項 
市町村長は、災害の発生に備え、避難支援者

等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定め

るところにより、消防機関、都道府県警察、民

生委員法（昭和 23 年法律第 198 号）に定める民

生委員、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）

第 109 条第１項に規定する市町村社会福祉協議

会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に

携わる関係者（次項において「避難支援等関係

者」という。）に対し、名簿情報を提供するもの

とする。ただし、当該市町村の条例に特別の定

めがある場合を除き、名簿情報を提供すること

について本人（当該名簿情報によって識別され

る特定の個人をいう。次項において同じ。）の同

意が得られない場合は、この限りではない。 
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○「避難行動要支援者の避難行動支援に

関する取組指針」(平成 25 年８月内閣

府)(抜粋) 

第Ⅰ部 第2 4「避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供」 

避難行動要支援者名簿は平常時から避難支

援等関係者に提供され、共有されていること

で、いざというときの円滑かつ迅速な避難支

援等の実施に結びつくため、市町村は避難行

動要支援者の名簿情報について、あらかじめ

避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等

関係者に提供することが求められる。 
 

第２節 長期活動対策 

大規模災害発生時は、活動が長期化すること

が想定されるため、団員の食糧、飲料水及び車

両等の燃料の確保とともに、継続した活動にお

ける職員の健康安全を考慮した休憩や交替が

必要となります。 

１ 長期活動に備えて留意すべき事項 

食糧等の備蓄とともに、活動が長期継続し

た場合に必要な物資等を調達できるよう、事

業所等との事前協定や協力体制の確立が重要

です。また、活動時間に応じた団員の交替計

画や休憩場所の確保等にも留意する必要があ

ります。 
 

【具体的に取るべき方策（例）】 

・初動期の活動に必要な食糧等の備蓄 
・食糧、燃料等の確保のための事業所等との連

携体制に関する協定 
・団員の交替等による健康管理上必要な措置に

ついての事前計画の策定 
・団員家族の安否確認方法 など 

第３節 惨事ストレス対策 

１ 惨事ストレスとは 

人間は何らかの外的要因により身体と同

様に心にも様々な傷を負うことがあります。

この心身に不快をもたらす要因をストレッ

サーと呼び、それが非常に強い場合には、

心的な後遺症を残すことがあり、これを外

的外傷（トラウマ）と呼びます。 
トラウマへの反応として、うつ状態やア

ルコール依存などのほか、急性ストレス障

害（Acute Stress Disorder；ASD）や外傷

後ストレス障害（Post-traumatic Stress 
Disorder；PTSD）と呼ばれる症状が生じる

ことがあります。 
ＡＳＤは、凄惨な状況や危険な状況に直

面したことにより、感情の麻痺、現実感の

消失及び注意力の減退などの強いストレス

反応を生じ、その状態が２日から４週間持

続する障害をいいます。ＰＴＳＤは、ＡＳ

Ｄと同じ理由により強いストレス反応にさ

いなまれ、その状態が 1 ヶ月以上持続する

障害をいいます。 
消防団員等の災害救援者は、凄惨な災害

現場活動に従事することで、被災者と同様

に強い精神的ショックを強いられるほか、

職業的責任等により忌避できない立場や身

の危険が脅かされることがあるなど、一般

の被災者とは異なる心理的影響を受けます。

こうした状況下での心理的な負荷を「惨事

ストレス」（Critical Incident Stress；CIS）
と呼びます。 

２ 災害現場活動に伴うストレス 

消防団員は、住民の生命、身体及び財産

を災害から守るため、災害現場において消
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火、救助など様々な活動を行うことを任務

としています。 
消防団員は、その任務の遂行上、災害現

場の態様によっては、凄惨さ、恐怖、もど

かしさ、悔恨、後悔、悲しさ、無力感、罪

悪感、自己嫌悪など、様々な感情を抱くこ

とがあります。そして、これらがストレス

となり、トラウマとして残ると考えられて

います。 
こうした惨事ストレスを受けると、身体、

精神、情動または行動に様々な障害の発生

や、さらにはＰＴＳＤなどの重い障害を引

き起こすこともありえます。 

３ ストレス反応の発生 

惨事ストレスによるストレス反応は、災

害現場活動直後から症状として現れ（ＡＳ

Ｄ）、おおむね３ヶ月程度で治まってくるＰ

ＴＳＤ急性型、３ヶ月以上続くＰＴＳＤ慢

性型、６ヶ月以上経過して発症するＰＴＳ

Ｄ遅発型などがある。 
そして、その症状はＡＳＤ、ＰＴＳＤ共通

で、身体的、精神的、情動的、行動的反応の

大きく４つに分類することができる。これら

の症状は時間の経過とともに回復すること

がほとんどであるが、長引いたり、悪化した

り、日常の生活に影響が出る場合があるので、

初期の段階での対応が重要となります。 

(1) 身体的反応 

呼吸、心拍数の増加、頭痛、下痢、発汗、

不眠、食欲減退、頻尿など 

(2) 精神的反応 

悪夢、入眠困難、想起困難、感情の麻痺、

現実感の消失、注意力の減退、集中力の低

下、侵入症状（忘れようとしていることが

意に反して突然よみがえる）、フラッシュバ

ック（災害のことが現実のように再びよみ

がえる）など 

(3) 情動的反応 

不安、恐怖心、おびえ、怒り、悲嘆、無

力感、罪悪感、悔恨など 

(4) 行動的反応 

過度の活動性、落ち着きのなさ、深酒、

過度の薬物使用（睡眠薬、精神安定剤、鎮

痛剤等）など 
これらの反応は、特殊なものでも異常な

ものでもなく、誰でも起こるごく一般的な

反応であり、消防団員であっても、災害現

場での悲惨な体験によりストレスを感じる

ことは特別なことでも恥でもなく、ごく自

然なことです。そして、誰しもが感じるこ

とがあることを、正しく理解することが必

要であり、これを何事もなかったように隠

したり、平気を装ったりすることは、かえ

って状態を悪化させる恐れがあります。 

４ 惨事ストレスに対する正しい理解

（ストレスを受けた団員の把握） 

惨事ストレスによるストレス反応は、普

通は時間を経過することで軽くなり、次第

に解消していくことが多いが、これが長引

いたり、不安に感じたりするのであれば、

専門機関や専門家に相談してください。 
心の病はとりわけ客観的な判断を下すこ

とが困難と言われており、またプライバシ

ーの保護に対する配慮等、惨事ストレスを

受けた団員の把握は容易ではなく、特に、

常勤職の消防職員と異なり、生業を持つ非

常勤職である消防団員の変化に気づくこと

は難しい面もあります。しかし、分団長・

副分団長や部長・班長などは、団員が集ま

る機会（災害出動、訓練、会議あるいは研
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修など）をとらえ、積極的予見に努めるこ

とが必要です。 
また、消防団員自らが希望するときに、

誰にも知られることなく、心の変化などを

確認できるような自己診断チェックリスト

等も有効です。 

５ 相談窓口等 

団員の変化に気づいた場合には、消防団

本部、市町村（消防本部）の消防団担当部

署とも連携し、必要により、消防職団員の

健康管理担当部署（消防本部または首長部

局）、保健所、都道府県・指定都市の精神保

健福祉センターなどの協力（相談窓口）を

得て対処することが望ましいです。 
なお、団員自らが、ストレスに起因する

と思われる自覚症状を訴えることには、か

なりの抵抗が予想されます。したがって、

相談窓口により紹介又はリストアップされ

た診療機関を日頃から団員に周知しておく

ことが望まれます。また、ＰＴＳＤなどの

症状が重症である場合は、専門診療機関で

の受診が必要となりますが、不眠や食欲不

振により体重が減少している場合や、日常

生活で不安を感じている場合など、軽症で

ある場合には一般内科医での治療で回復す

ることも多くあります。内科医での受診は、

精神科医等の専門医療機関よりも気軽に受

診できるので早期治療にもつながります。

必ずしも精神科医等にこだわる必要がない

ことも団員に周知しておきましょう。 
 
 
 

 

【参考文献】 

○消防団幹部実務必携 
○消防団員教育訓練必携（東京都消防訓練所） 
○消防団員等公務災害補償等実務の手引き 
○東日本大震災を踏まえた大規模災害時に

おける消防団活動のあり方等に関する検

討会
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